
】

 １　就学支援体制の充実

　　経済的な理由によって就学困難な生徒について、教育機会の均等や、将来社会に役立つ人材の育

　成を図るため、奨学金を支給しました。

２　支給対象者

　　次のいずれにも該当するものとしています。

　(1) 本市に住所を有し、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する高等学校、中等教育学校の

　　後期課程又は高等専門学校に進学又は在学するもの

　(2) 経済的理由で修学困難なもの

　(3) 心身ともに健全で品行方正、学力良好なもの

３　支給額

　　月額16,000円（年額192,000円）　※R4までは月額15,000円（年額180,000円）

　　物価高騰等が家計に与える影響を踏まえ、支給額を拡充し、支援体制の充実を図りました。

４　支給期間

　　奨学金の支給を開始したときから奨学生が在学する学校の正規の修業期間を終了するときまで。

５　奨学金支給審査委員会の開催及び教育委員会の支給決定の状況

　　審査会開催日　令和7年2月19日

　　新規申請者26人（うち新規支給決定者16人）　支給継続者21人

　　令和7年度奨学金支給対象者37人（新規支給決定者数＋支給継続者数）

６　支給実績

　　奨学金受給者数　　 R4：25人　R5：30人　R6：31人　

　　支給総額　　　　　 R4：4,500,000円　R5：5,760,000円　R6：5,952,000円

主要事業№　１５７ 主要事業№　１５７

0 0 (基金5,931,198) 100,013,500

事業費

左の財源内訳

105,965,500

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,952,000

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
教育の機会を均等に与えるためにも、経済的理由によって修学困難な生徒の保護者に対
して支援することは継続する必要があります。

有効性評価
経済的な負担を軽減することにより、将来社会に役立つ有用な人材の育成に寄与するこ
とができました。

効率性評価 学期ごとに支払うことにより事務の効率化を図りました。

奨学金の年間支払回数 3 ／ 3 回

／

単位

奨学金基金の年度末残高 146,075 ／ 44,300 千円

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

奨学生

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

学業に必要な資金を保護者に援助することにより、教育の機会均等が確保されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

109,003,113

119900事務事業名称 大府市奨学金支給事業

事業ｺｽﾄ(千円) 8,054 【うち人件費 1,808 うち減価償却費 77

119900

款・項・目 10・1・1 目名称 教育委員会費 目の決算額

－ 256 －



】

１　外国語活動における英語教育の充実 


　　英語教育や外国語活動の充実を図るために英語指導助手（ＡＬＴ）を配置しました。

　　配置人数　R4：9人　R5：9人　R6：9人　配置日数　R4：1,739日　R5：1,673日　R6：1,764日　

２　外国人児童生徒への支援

　(1) 日本語指導が必要な外国人児童生徒（母語：ポルトガル語、スペイン語、中国語、タガログ

　　語、べトナム語、インドネシア語、モンゴル語、ネパール語）を対象に、小中学校に母語

　　を話せる日本語・母語指導員を派遣し、学校生活に適応できるよう支援しました。

　　　また、学校便り等の翻訳を実施しました。

　　　支援が必要な外国人児童生徒数　R4：95人　R5：105人 　R6：109人（毎年度5月1日時点）

　　  派遣講師人数　R4：9人　R5：9人　R6：10人

　　　派遣時間　R4：601時間　R5：488時間　R6：494時間

　　　学校便り等翻訳延べ枚数　 R4:22枚（4か国語） R5：25枚（4か国語）　R6：60枚（7か国語）

　(2) 日本語指導が必要な児童生徒が在籍している小中学校に、企業の寄附等により導入した携帯型

　　音声翻訳機（ポケトーク）11台を活用し、児童生徒への指導、家庭との意思疎通を円滑に行うこ

　　とができました。

　(3) 日本語がほとんど理解できない外国人児童生徒を対象に、集中的に専門的な日本語の基礎指導

    を行う日本語初期指導教室を開設し、基礎的な日本語の会話や文法の能力を早期に習得させ、学

　　校への適応や、その後の日本語学習の基礎力の獲得を支援しました。

　　　対象児童生徒数　R4：20人　R5：25人　R6：34人

　　  講師人数　　　　R4： 2人　R5： 2人　R6： 2人　

　　　指導時間　　　　R4：1,069時間　R5：1,024時間　R6：1,056時間　

３　中学生海外派遣事業

　　国際理解を深め、国際感覚の豊かな人材を育成するために、中学校2、3年生をオーストラリアへ

　派遣しました。

　　派遣期間　8月15日から8月22日までの8日間　　派遣人数　生徒20人、教員4人

主要事業№　６０ 主要事業№　６０

1,280,000 0 (基金2,738,350) 54,129,218

事業費

左の財源内訳

58,147,568

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,738,350

事業の
評価

妥当性評価
学習指導要領に基づいて、児童生徒が外国の言語や文化について体験を通じて理解を深
め、積極的なコミュニケーションを図ることへの支援は、市が実施すべき事業です。

有効性評価
外国人児童生徒に対し、母語が話せる日本語・母語指導員の派遣及び日本語初期指導教
室の開設をし、学校生活に適応できるよう支援することができました。

効率性評価
英語指導助手（ＡＬＴ）の派遣業務を3年間同じ業者と契約することで、事務の効率化を
図ることができました。

中学生海外派遣事業応募者数 115 ／ 95 人

実施
内容

単位

英語検定受検料補助金申請者数（市による受検料
439 ／ 572 人

負担分含む）

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

児童生徒

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

児童生徒の外国語への興味・関心が高まるとともに、国際理解が深まっています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

756,404,236

119911事務事業名称 国際交流教育推進事業

事業ｺｽﾄ(千円) 62,802 【うち人件費 4,027 うち減価償却費 171

119911

款・項・目 10・1・3 目名称 学校教育総務費 目の決算額

－ 257 －



国際交流教育推進事業

４　英語検定受検料の補助等（基金2,738,350円）

　　児童生徒の英語力及び学習意欲の向上を図ることを目的に、英検3級以上を受検する小中学生の

　保護者に対し、受検料の1回分の補助金を交付しました。

　　平成30年度から大府市役所に英検3級試験会場を設け、受検料を市が負担することにより、中学

　生の受検機会の確保に努めました。

　　また、令和5年度から新たに、英語力の向上及び高等学校等卒業後の進路選択の支援を図ること

　を目的に、英検2級以上を受検する高校生の保護者に対し、高校在学中に1人1回に限り、受検料の

　半額分の補助金を交付しました。

　　更に、準1級以上の級に合格した中学生、準2級以上の級に合格した小学校4～6年生及び3級以上

 　の級に合格した小学校1～3年生の表彰制度を設け、大府市の姉妹都市であるオーストラリアのポー

　ト・フィリップ市にちなんで、「ミモザ賞」を授与しました。

　　補助金交付人数　R4:272人　R5：325人　R6:298人　

　　R6補助金交付内訳　1級 4人、準1級 24人、2級 66人、準2級 96人、3級 108人

　　大府市役所会場受検者数　R4:176人　R5：156人　R6:141人（R6.9.28実施）

　　英語検定成績優秀者表彰　開催日：R7.2.8　場所：愛三文化会館

　　※文化・スポーツ活動表彰式及び教育表彰式の中で実施

　　表彰人数　　41人

　　R6表彰内訳　1級 0人、準1級 6人、2級 7人、準2級 22人、3級 6人

５　セントキルダ小学校交流事業

　　姉妹校提携を結んでいるセントキルダ小学校（オーストラリア）と石ヶ瀬小学校の相互交流に

　ついて、石ヶ瀬小学校への来訪に際して交付金を交付して支援しました。

主要事業№　６０ 主要事業№　６０

119911

款・項・目

事務事業名称

10・1・3

事業ｺｽﾄ(千円)

実施
内容

目名称

119911

学校教育総務費

－ 258 －



】

均等に教育を受ける機会が維持され、小中学校連携活動が円滑に推進され児童生徒の能力向上や創造性

 １　東海市への児童委託の実施

　　通学距離、通学時間を短縮し、児童の通学の安全を確保するため、学校教育法第40条の規定によ

　り教育事務を東海市に委託しました。（加木屋南小学校22人、三ツ池小学校33人）

　　　委託児童数　R4：48人　R5：52人　R6：55人

　　　委託金額　　R4：9,929,904円　R5：12,864,332円　R6：18,017,835円

２　教育活動を支援するための各種交付金事業の実施

    各種交付金支給額　R4：6,226,250円　R5：5,826,250円　R6：6,806,250円

　　交付金支給額のうちR4は周年事業交付金500,000円を含みます。

　(1) 小中学校の教育活動において、児童生徒の学習意欲の向上や創造性を育てるため、特別支援

　　教育展交付金を交付しました。

　　　特別支援教育展「わくわく展」　開催日:R6.11.27～12.9　場所:おおぶ文化交流の杜allobu

　　　R4：130,000円　R5：130,000円　R6：130,000円

  (2) 教職員研修事業交付金を交付し、教職員研修を実施して教職員の資質向上を図りました。

　　　R4：5,496,250円　R5：5,496,250円　R6：5,496,250円　

　(3) 社会教育の振興を図るため、小中学校ＰＴＡ連絡協議会補助金を交付しました。

　　　R4：100,000円　R5：100,000円　R6：100,000円　

　(4) 大府市幼保児小中連携教育の指針「きらきら」に基づき、家庭や地域と連携した取組（市内一

　　斉あいさつ運動、きらきらチャレンジ等）を進め、本市がめざす子どもの姿「心身ともに健康で

　　知恵と愛を持つ子ども」の実現を図るために、幼保児小中連携推進事業交付金を交付しました。

　　　R4：100,000円　R5：100,000円　R6：100,000円　

　(5) 小中学生及び高校生の文化芸術への興味・関心を深めるとともに、市全体の文化活動の振興を図

　　るため、令和6年5月に新設した大府ジュニア合唱団「Smile」に対し、ジュニア合唱団活動交付金

　　を交付しました。

　　　R6：980,000円

主要事業№　１４７ 主要事業№　１４７

3,074,500 0 (基金141,400) 62,554,251

事業費

左の財源内訳

65,770,151

国県支出金 地方債 その他 一般財源

141,400

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
通学距離や通学時間の観点から、東海市に隣接する吉田小学校の通学区域の児童の就学
を東海市に委託することは市が実施すべき事業です。

有効性評価
教育活動に関する補助金、交付金の交付やスクールロイヤーの設置により、市内小中学
校の教育活動を支援することができました。

効率性評価
東海市への児童委託、各種交付金事業、大府市幼保児小中連携教育（きらきら）の推進
に掛かるコストは、事業量に見合っています。

教育活動に関する補助金、交付金の交付事業数 5 ／ 5 事業

数学検定受検料補助金申請者数 35 ／ 61 人

単位

きらきらチャレンジの参加率（小学校） 75 ／ 90 ％

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

児童生徒（東海市への委託児童を含む）

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

の育成が促されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

756,404,236

119922事務事業名称 学校総務管理事業

事業ｺｽﾄ(千円) 77,716 【うち人件費 8,795 うち減価償却費 2,125

119922

款・項・目 10・1・3 目名称 学校教育総務費 目の決算額

－ 259 －



学校総務管理事業

３　スクールロイヤーの配置

　　学校が児童生徒を取り巻く問題について相談し、こどもの最善の利益の観点から法的アドバイス

　を受けるための弁護士を配置しました。

４　数学検定受検料の補助（基金141,400円）

    児童生徒の学力及び学習意欲の向上を図ることを目的に、数検3級以上を受検する小中学生の保

　護者に対し、受検料の1回分の補助金を交付しました。

　　また、準2級以上の級に合格した中学生及び3級以上の級に合格した小学生の表彰制度を設け、数

　学の巨人と呼ばれる大府市出身の数学者にちなんで、「永田雅宜賞」を授与しました。

　　補助金交付人数　R4：33人　R5：35人　R6：32人

　　R6補助金交付内訳　1級 0人、準1級 1人、2級1人、準2級 2人、3級 28人

　　数学検定成績優秀者表彰　開催日：R7.2.8　場所：愛三文化会館

　　※文化・スポーツ活動表彰式及び教育表彰式の中で実施

　　表彰人数　　2人

　　R6表彰内訳　1級 0人、準1級 1人、2級 0人、準2級 0人、3級 1人

５　学校ウェブサイトの更新

　　小中学校のウェブサイトを管理する学校ウェブサイトシステムについて、新たなシステムに更新

　しました。

６　「ラーケーションの日」の実施

　　新しい学び方・休み方を推進するため、愛知県のモデル事業に参加し、会計年度任用職員を

　配置しました。

    配置数　R5：13人　　R6：13人

　　取得可能日数　R5：年2日（R5年10月から）　　R6：年3日

７　学校徴収金等口座振替システムの変更

　　学校給食費等の口座振替システムについて、対象金融機関の拡大などより利便性の高いシステム

　に変更しました。　

主要事業№　１４７ 主要事業№　１４７

119922

款・項・目

事務事業名称

10・1・3

事業ｺｽﾄ(千円)

実施
内容

目名称

119922

学校教育総務費

－ 260 －



】

１　総合的な長期欠席者支援（おおぶレインボープラン）の推進

　　児童生徒一人一人が抱える、多様で複雑な背景を適切に把握し、個々の状況に応じた学校内外での

　環境づくりや各種相談体制の充実を図りました。

　(1) 学校内における居場所の充実

　　　校内教育支援室の設置校　R5：4中学校　R6：4中学校

　　　養護教諭補助員の配置　配置人数　R5：養護教諭2人配置校（石ヶ瀬小）を除く全8小学校　

                                      R6：養護教諭2人配置校（石ヶ瀬小）を除く全8小学校

　(2) 学校外における居場所の充実

　　　レインボーハウス在籍者数（毎年度3月末時点）R4：35人　R5：38人　R6：45人　

　　　民間フリースクール等の授業料補助　R6：17名　796,950円

　(3) ICTを活用した相談支援・居場所の充実

　　　メタバース登録者数（毎年度3月末時点）　R5：43人　R6：41人

　(4) 相談支援体制の充実

　　　心の教室相談員　相談件数　R4：1,116件　R5：956件　R6：989件

　　　スクールカウンセラー　相談件数　R4：1,700件　R5：1,661件　R6：1,574件

　　　スクールソーシャルワーカー　支援人数　R4：71人　R5：109人　R6：130人

　　　スクールソーシャルワーカースーパーバイズ　実施回数　R6：5回

　(5) 地域における活動との連携

　　　座談会の実施回数　R6：12回

　(6) 切れ目のない支援に向けた関係機関との連携・情報交換・研究

　　　長期欠席者教育支援会議の開催　第1回：R6.7.12　第2回：R7.2.7

　(7) 長期欠席への理解の促進

　　　長期欠席への理解の促進を図るため、虹の架け橋サポーターを任命しました。

　　　長期欠席に関するミニ講演会＋漫画家体験イラスト講座の開催　R7.3.17

主要事業№　１５２ 主要事業№　１５２

17,023,358

事業費

左の財源内訳

17,212,435
国県支出金 地方債 その他 一般財源

189,077 0 0

事業の
評価

妥当性評価
学校生活の支援を必要とする児童生徒への補助員、支援員の配置や長期欠席児童生徒へ
の支援は市が実施すべき事業です。

有効性評価
学校生活の支援を必要とする児童生徒が、有識者による相談や補助員及び支援員による
支援を受けることで、個々に合った支援が可能となるうえ、保護者が抱える教育上の問
題や悩みの軽減又は解消につながりました。

効率性評価
心身に障がいのある児童生徒への補助員、支援員の配置は、各学校の要望の把握、現場
確認をするなどして見直しを行い、効率的に対応できました。

通級指導教室の設置校数 13 ／ 13 校

実施
内容

単位

「いじめはどんな理由があってもいけない」と
95.7 ／ 100 ％

回答した生徒の割合

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

児童生徒

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

全ての児童生徒が、いつでも相談ができ、学校生活に支障なく教育が受けられています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

756,404,236

119933事務事業名称 児童生徒指導推進事業

事業ｺｽﾄ(千円) 222,885 【うち人件費 203,780 うち減価償却費 516

119933

款・項・目 10・1・3 目名称 学校教育総務費 目の決算額

－ 261 －



児童生徒指導推進事業

２　学校生活支援員の配置

　　特別支援学級補助員　R4：33人　R5：41人　R6：46人（週25時間勤務を1人として換算）

　　通常学級特別支援員　R4：10人　R5：10人　R6：12人（週25時間勤務を1人として換算）

　　スクールライフサポーター　R4：19.5人　R5：22人　R6：22人（週25時間勤務を1人として換算）

３　就学に関する援助

　　心身に障がいのある児童生徒及びその保護者を対象に、情報の提供や特別支援学級見学会、就学

　相談会を開催するなど、就学に関する支援を行いました。

　　就学相談等の開催回数　 R4： 16回　R5： 16回　R6： 16回 

　　相談人数　　　 　　　　R4：180人　R5：180人　R6：145人　

４　通級指導教室の設置

　　県の教員配置に基づいて小中学校全校に通級指導教室を設置し、児童生徒の特性に応じた指導

　を行いました。

５　セルフディフェンス講座の開催

　　小学校4年生・中学校1年生を対象に、自分を大切にする心を育て、いじめや虐待、不審者対応等、

　自分を守るための具体的な知識や技能を学びました。

６　いじめ問題対策連絡協議会・いじめ問題対策委員会の設置

　　いじめ問題対策連絡協議会：いじめ対策についての関連組織との連携　R6.10.9開催

　　いじめ問題対策委員会：いじめ防止対策や取組、重大事態発生時の調査審議　R6.7.12開催

主要事業№　１５２ 主要事業№　１５２

119933

款・項・目

事務事業名称

10・1・3

事業ｺｽﾄ(千円)

実施
内容

目名称

119933

学校教育総務費

－ 262 －



】

１　児童生徒及び教職員の健康診断の実施


  　小学生　R4：5,792人　　　R5：5,762人　　　R6：5,699人　　　

　　中学生　R4：2,689人　　　R5：2,668人　　　R6：2,710人　  　

　　合　計　R4：8,481人(受診率99.2%) R5：8,430人(受診率98.9%) R6：8,409人(受診率：98.8％)

　　教職員　R4：486人(受診率100%) R5：509人(受診率100％) R6：519人(受診率100％) 

２　教職員のストレスチェックの実施

    R4：475人(高ストレス者13.7%) R5：450人(高ストレス者12.7%)

  　R6：477人(高ストレス者11.1％) 

３　フッ化物洗口の実施

　　虫歯予防のため、フッ化物洗口を小中学校全学年で週1回実施しました。

　　R4：8,548人(実施率100％) R5：8,522人(実施率100％) R6：8,508人(実施率100％) 

４　教職員の労働安全衛生管理

　　教職員の安全と健康の確保のため、教職員安全衛生委員会を設置し、学校産業医による施設巡回

　指導及びメンタルヘルス相談を実施しました。(石ヶ瀬小、大府中、大府北中は毎月単独実施)

    教職員安全衛生委員会　R4：2回　R5：2回　R6：2回　施設巡回指導10回

    メンタルヘルス相談　  R4：0回　R5：1回　R6：0回　

５　児童生徒を対象とした災害共済制度への加入

　　児童生徒の学校管理下における事故等に対応するため、独立行政法人日本スポーツ振興センター

  の災害共済制度に加入し、保護者に対して災害給付事業を実施しました。

　　給付件数　　R4：1,125件　R5：1,185件　R6：1,076件

６　養護教諭補助員の配置

　　配置校：養護教諭2人配置校（石ヶ瀬小）を除く全8小学校

７　学校保健会の設置

　　児童生徒・教職員の健康増進や学校保健の向上を目的に、活動を実施しました。

　　実施内容　R4：総会2回 研修会1回　R5：総会2回 研修会1回　R6：総会2回 研修会1回　

主要事業№　１５４ 主要事業№　１５４

893,000 0 3,076,805 20,330,578

事業費

左の財源内訳

24,300,383

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
学校保健安全法によって、児童生徒及び教職員の心身の健康の保持増進を図ることにつ
いて必要な措置を講ずるよう努めることが定められているため、学校の設置者である市
が実施すべき事業です。

有効性評価
安全衛生委員会の開催、産業医による施設巡回指導により、教職員の職場環境の改善を
図ることができました。

効率性評価
児童生徒及び教職員の健康診断、教職員の労働安全衛生管理等に掛かるコストは、事業
量に見合っています。

健康診断受診率（教職員） 100 ／ 100 ％

フッ化物洗口実施率 100 ／ 100 ％

単位

健康診断受診率（児童生徒） 98.8 ／ 100 ％

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

児童生徒・教職員

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

児童生徒・教職員が心身ともに健康で学校生活が過ごせています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

756,404,236

119944事務事業名称 学校保健事業

事業ｺｽﾄ(千円) 48,713 【うち人件費 23,466 うち減価償却費 258

119944

款・項・目 10・1・3 目名称 学校教育総務費 目の決算額

－ 263 －



】

１　児童の健康管理


　　学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の必要人数を確保し、児童の健康管理及び学校衛生管理を適

　切に行いました。

　　内科医　R4：25人　R5：27人　R6：27人　　歯科医　R4：22人　R5：19人　R6：19人

　　薬剤師　R4： 9人　R5： 9人　R6： 9人　

２　学校図書館の図書整備      

　　学校図書館図書標準に基づき、図書の整備及び充実に努めました。 

　　学校図書館蔵書数（年度末現在）　R4：114,324冊　　R5：115,483冊　　 R6：118,293冊　　

　　学校図書館図書購入冊数　　　　　R4：  5,439冊　　R5：  5,327冊　　 R6：  5,008冊

R6年度内訳

標準図書数 (A)

蔵書数     (B)

３　ＩＣＴ教育環境の整備      

　(1) 双方向デジタルディスプレイや児童1人に1台整備したタブレット等を活用して、児童の情報活

　　用能力を育成しました。

　(2) 機器の故障等の対応を随時適切に行うため、機器等の保守業務を行う体制を整えました。

　(3) 各校へＩＣＴ支援員を配置し、授業支援や授業提案等、教員のサポートを行いました。

　　　（大規模校2校：月96時間　その他7校：月80時間）

　(4) タブレットの自宅持ち帰りなど、活用が進む状況において、教育情報化指導員を配置し、タブ

　　レットの更なる活用の検討やＩＣＴを活用した教育に係る教員への指導を行いました。

　(5) ＩＣＴを活用した教育での著作物利用の円滑化を図るため、授業目的公衆送信補償金制度を利

　　用しました。

　(6) 双方向デジタルディスプレイ及び付帯するノートパソコンをOS内蔵の一体型のものに更新しま

　　した。

主要事業№　１４８ 主要事業№　１４８

1,545,601 0 0 586,289,989

事業費

左の財源内訳

587,835,590

国県支出金 地方債 その他 一般財源

107.5 135.8

事業の
評価

妥当性評価 公立小学校の管理運営は、学校の設置者である市が実施すべき事業です。

有効性評価 公立小学校の管理運営上に必要な職員の配置や教材等の整備を行うことができました。

効率性評価 同種の備品は同時にまとめて発注するなどしてコスト削減に努めました。

10,706 18,140

充足率(%) (B/A) 100.9 143.9 104.5 102.7 102.8 104.1 104.1

12,360 9,960 13,360

12,667 15,195 9,986 13,106 12,094 13,528 12,871

共和西 共長 吉田 石ヶ瀬

12,560 10,560 9,560 12,760 11,760 13,000

実施
内容

大府 大東 神田 北山 東山

％

教育用タブレット１台当たりの児童数 1 ／ 1 人/台

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値 単位

学校図書標準冊数充足率 111.7 ／ 100

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

小学校

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

多様な学習内容、形態等に対応した教材を活用し、児童が安心して学習するための環境が整備されて

います。

1,412,966,609

119955事務事業名称 小学校運営事業

事業ｺｽﾄ(千円) 645,358 【うち人件費 55,812 うち減価償却費 3,281

119955

款・項・目 10・2・1 目名称 学校管理費 目の決算額

－ 264 －



小学校運営事業

４　水泳授業指導支援

　　児童がよりよい指導を効果的に受けられるよう、民間プール等の活用による水泳授業指導支援を

　全小学校の全学年を対象に実施しました。

　　実施場所　大府小：アスティスポーツクラブ大府

　　　　　　　大東小・吉田小：住友重機械温水プール

　　　　　　　神田小・東山小：コナミスポーツクラブ豊明

　　　　　　　北山小・共和西小・共長小：スポーツクラブＮＡＳ大高

　　　　　　　石ヶ瀬小：スイムクラブ大府

５　教師用指導書等の調達

　　教科書の改訂に伴い、教師用指導書及び教科書を調達しました。

主要事業№　１４８ 主要事業№　１４８

実施
内容

目名称

119955

学校管理費

119955

款・項・目

事務事業名称

10・2・1

事業ｺｽﾄ(千円)

－ 265 －



】

　安全で快適な教育環境の確保を図るため、校舎等の改修を行いました。 


　令和6年度 9小学校の施設整備費【708,945,794円】工事費532,265,011円+委託費等176,680,783円

  令和4年度：469,779,200円 16工事　令和5年度：386,958,059円 12工事 　　

１　エレベーター設置工事【繰越明許196,558千円、補助金56,247千円】

　　（対象校：大府小学校、石ヶ瀬小学校）

 　 車椅子を使用する児童が在籍する学校について、エレベーターを設置しました。

２　廊下間仕切壁改修工事【繰越明許76,285千円、補助金26,035千円】

　　（対象校：大府小学校、北山小学校）

　　教室と廊下を仕切る老朽化した木製間仕切壁をスチール製に改修しました。

３　屋上防水改修工事【68,255千円】

 　 （対象校：神田小学校（北館）、北山小学校（北館）、共長小学校（給食室）、

　　石ヶ瀬小学校（南館東棟、給食室））

　  老朽化した校舎及び給食室の屋上防水の改修を実施しました。

４　体育館音響設備更新工事【8,718千円】（対象校：共和西小学校、吉田小学校）

　　老朽化した体育館の音響設備を更新しました。

５　空調機更新工事【繰越明許20,735千円、補助金2,894千円】

　　（対象校：神田小学校（図書室、校長室及びコンピューター室）、北山小学校（図書室））

    近年の猛暑傾向に対応するため、老朽化した図書室等の空調機を更新しました。

６　外壁改修工事【繰越明許65,571千円、補助金21,883千円】（対象校：共長小学校（北館））

　　経年劣化した外壁を改修しました。

７　床段差解消工事【繰越明許33,220千円、補助金8,677千円】（対象校：大府小学校始め8校）

　　バリアフリー法改正により、段差の解消等のバリアフリー化を実施しました。

８　背面ロッカー更新【40,645千円】（対象校：北山小学校、吉田小学校、石ヶ瀬小学校）

    ロッカーが経年劣化し、破損している箇所があったため、更新しました。

    学校や児童と協力し、市の木である桜と被爆樹木2世アオギリを植樹しました。

主要事業№　１５５ 主要事業№　１５５

118,651,000 59,500,000 277,032,900 253,761,894

事業費

左の財源内訳

708,945,794

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

９　桜の木植樹委託【2,915千円、補助金2,915千円】（対象校:神田小学校、共和西小学校、共長小学校）

事業の
評価

妥当性評価
公立小学校の安全、安心な教育環境を確保することは、学校の設置者である市が実施す
べき事業です。

有効性評価
学校施設の状態、学校からの整備要望を踏まえ、学校施設の機能上、利用上、安全上の
観点から教育環境が整備され、効果が上がっています。

効率性評価
学校施設の状態を踏まえた整備手法の検討、学校施設の余裕スペースの活用、国の補助
金等の活用により、コストの抑制に努めています。

維持修繕件数 117 ／ 36 件

／

単位

工事件数 22 ／ 21 件

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

小学校施設

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

児童が安心して学習に励むことができる環境が整備されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

1,412,966,609

119966事務事業名称 小学校施設整備管理事業

事業ｺｽﾄ(千円) 540,789 【うち人件費 13,152 うち減価償却費 412,576

119966

款・項・目 10・2・1 目名称 学校管理費 目の決算額

－ 266 －



】

１　保護者の負担軽減


  　知多の友、健康手帳、だいすき大愛知、観察と実験、社会科作業帳、書写練習帳、夏休みの友、

　スポーツ診断検査、知能検査、標準学力検査を公費負担し、保護者の負担を軽減しました。

  　保護者負担軽減額　R4：18,238,754円　R5：17,088,432円　R6：17,703,640円　

２　就学援助費の支給

  　要保護児童　　R4：  4人　R5：　6人　R6：　3人　

  　準要保護児童　R4：284人　R5：274人　R6：269人　

  　合計　　　　　R4：288人　R5：280人　R6：272人　（各年度末時点）

　　インターネット環境が整備されていない就学援助世帯へのWi-Fiルーターを貸与しました。

　　Wi-Fiルーター貸与世帯数　R4：22世帯　R5：9世帯　R6：10世帯　

３　特別支援教育就学奨励費の支給

  　支給児童数　R4：122人　R5：125人　R6：143人　（各年度末時点）

４　各種活動への支援

  　各学校において、創意工夫した教育活動が円滑に行えるように、交付金を支給しました。　

　(1) 野外活動（5年生、新城市1泊2日）

 　 　R4：500,680円（1校美浜町宿泊）　 R5：562,556円（2校美浜町宿泊）

 　 　R6：604,548円

　(2) 小学生都市間交流事業（遠野市　3泊4日、小学生18人、引率者4人）

  　　R4：1,689,150円　R5：1,748,746円　R6：1,720,019円　

　(3) 郷土読本（おおぶ市）編集事業

 　　 R4：100,000円　R5：100,000円　R6：100,000円　

５　出前読み聞かせ講座の実施

　　児童の読書活動を推進するため、全小学校を対象に本の読み聞かせ講師を派遣しました。

　　実施クラス数　55クラス

主要事業№　１５０ 主要事業№　１５０

2,470,248 0 (基金3,705,100) 60,104,609

事業費

左の財源内訳

68,346,357

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,771,500

事業の
評価

妥当性評価
学校教育法第19条に、経済的理由によって、就学困難と認められる児童の保護者に対し
て、必要な援助を与えなければならないと定められているため、就学援助は市が実施す
べき事業です。

有効性評価
保護者の経済的負担を軽減することにより、義務教育を円滑に推進することができまし
た。

効率性評価
教材費等の保護者負担の軽減、就学援助費及び就学奨励費の支給、各種活動への交付金
支給に掛かるコストは、事業量に見合っています。

／

実施
内容

種類

就学援助費受給者数 272 ／ 275 人

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値 単位

公費負担の補助教材等 10 ／ 11

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

児童

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

それぞれの学校において、特色ある教育や保護者が安心できる環境が整い、児童が健やかに成長できて

います。

68,346,357

119977事務事業名称 小学校教育振興事業

事業ｺｽﾄ(千円) 78,440 【うち人件費 8,222 うち減価償却費 1,049

119977

款・項・目 10・2・2 目名称 教育振興費 目の決算額

－ 267 －



小学校教育振興事業

６　体力向上プロジェクトの実施（基金2,320,500円）

　　体を動かすプログラムを1、2年生の体育の授業に取り入れ、自分の体を思うように動かすことが

　できる能力を定着化させるとともに、体力の向上を図る取組を実施しました。

　　対象：全小学校1年生29学級、2年生30学級（合計59学級）

　　内容：教員向け講習各校1回2時間、授業1年生各6時間/1学級、2年生各3時間／1学級

７　バイオリンによる音楽教育の実施（基金1,364,000円）

　(1) バイオリンに興味を持つきっかけ作りとして、全小学校の4年生にバイオリンを用いた演奏

　　体験による音楽教育を実施しました。

　(2) バイオリンを活用した音楽教育として、本市出身のバイオリニスト・水野紗希さんと市広報

　　大使に新たに就任したギタリストの山下俊輔さんによる学校訪問コンサートを3小学校で開催しま

　　した。　

　　　R4：大府小、大東小、神田小　R5：北山小、東山小、共和西小　R6：共長小、吉田小、石ヶ瀬小

８　こどもの運動・文化活動支援事業の実施

　　小学校の課外活動廃止後におけるこどもの運動・文化活動の場を創出するため、学校施設を活用

　した運動・文化活動の教室を開催する事業の実証をモデル校4校で実施しました。

　　対 象 校：大東小、神田小、共和西小、石ヶ瀬小

　　活動種目：総合運動コース（4校）、金管バンドコース（2校）

　　　　　　　プログラミングコース（1校）、バイオリンコース（1校）

主要事業№　１５０ 主要事業№　１５０

119977

款・項・目

事務事業名称

10・2・2

事業ｺｽﾄ(千円)

実施
内容

目名称

119977

教育振興費

－ 268 －



】

多様な学習内容、形態等に対応した教材を活用し、生徒が安心して学習するための環境が整備されてい

１　生徒の健康管理


　　学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の必要人数を確保し、生徒の健康管理及び学校衛生管理を

　適切に行いました。

　　内科医　R4：10人　R5：12人　R6：12人　　歯科医　　R4：10人　R5：9人　R6：8人

　　薬剤師　R4： 4人　R5： 4人　R6： 4人

２　学校図書館の図書整備

　　学校図書館図書標準に基づき、図書の整備及び充実に努めました。 

　　学校図書館蔵書数（年度末現在）　R4：66,339冊　　R5：66,741冊　　R6：66,783冊　　

    学校図書館図書購入冊数　　　　　R4： 2,209冊　　R5： 2,205冊　　R6： 2,306冊　　

R6年度内訳

標準図書数 (A)

蔵書数     (B)

３　ＩＣＴ教育環境の整備      

　(1) 双方向デジタルディスプレイや生徒1人に1台整備したタブレット等を活用し、生徒の情報活用

　　能力を育成しました。　  

　(2) 機器の故障等の対応を随時適切に行うため、機器等の保守業務を行う体制を整えました。

　(3) 各校へＩＣＴ支援員を配置し、授業支援や授業提案等、教員のサポートを行いました。

　　　（大規模校2校：月96時間　その他2校：月80時間）

　(4) タブレットの自宅持ち帰り等、活用が進む状況において、教育情報化指導員を配置し、タブレ

　　ットの更なる活用の検討やＩＣＴを活用した教育に係る教員への指導を行いました。

　(5) ＩＣＴを活用した教育での著作物利用の円滑化を図るため、授業目的公衆送信補償金制度を利

　　用しました。

　

主要事業№　１４９ 主要事業№　１４９

935,399 0 0 196,294,701

事業費

左の財源内訳

197,230,100

国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の
評価

妥当性評価 公立中学校の管理運営は、学校の設置者である市が実施すべき事業です。

有効性評価 公立中学校の管理運営上に必要な職員の配置や教材等の整備を行うことができました。

効率性評価
ICT環境を整えることで効率的な学校運営を図り、また、同種の備品は同時にまとめて発
注するなどしてコスト削減に努めました。

15,886 17,804 15,925

充足率(%) (B/A) 102.2 109.1 101.2 131.0
実施
内容

大府 大府西 大府北 大府南

16,800 14,560 17,600 12,160

17,168

教育用タブレット１台当たりの生徒数 1 ／ 1 人/台

／

単位

学校図書標準冊数充足率 109.3 ／ 100 ％

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

中学校

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

ます。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

440,292,836

119988事務事業名称 中学校運営事業

事業ｺｽﾄ(千円) 226,068 【うち人件費 23,635 うち減価償却費 5,299

119988

款・項・目 10・3・1 目名称 学校管理費 目の決算額

－ 269 －



中学校運営事業

　(6) 双方向デジタルディスプレイ及び付帯するノートパソコンをOS内蔵の一体型のものに更新しま

　　した。

　(7) 採点業務の効率化や教員の多忙化解消、個に寄り添った指導の質の向上を図るため、採点シス

　　テムを導入しました。

主要事業№　１４９ 主要事業№　１４９

実施
内容

目名称

119988

学校管理費

119988

款・項・目

事務事業名称

10・3・1

事業ｺｽﾄ(千円)

－ 270 －



】

　安全で快適な教育環境の確保を図るため、校舎等の改修を行いました。


　令和6年度 4中学校の施設整備費【190,002,675円】工事費111,340,789円+委託費等78,661,886円

  令和4年度：128,205,000円  8工事　令和5年度：267,447,679円　12工事 

１　キュービクルトランス更新工事【6,655千円】（対象校：大府中学校）

　　老朽化した電気設備のトランス（変圧器）を更新しました。

２　廊下間仕切壁改修工事【繰越明許30,657千円、補助金10,273千円】

　　（対象校：大府西中学校）

　  教室と廊下を仕切る老朽化した木製間仕切壁をスチール製に改修しました。

３　小便器汚水管等改修工事【17,930千円】（対象校：大府西中学校）

    男子トイレの小便器の汚水管が経年劣化しているため、改修しました。

４　空調機更新工事【繰越明許11,495千円、補助金2,430千円】

　　（対象校：大府西中学校、大府北中学校）

　　近年の猛暑傾向に対応するため、老朽化した図書室の空調機を更新しました。

５　体育館床研磨及び塗装工事【6,124千円】（対象校：大府北中学校）

    老朽化した体育館床材の研磨及び再塗装を行いました。

６　門扉取替工事【繰越明許8,206千円、補助金1,850千円】（対象校：大府北中学校）

　  老朽化した正門等の門扉を更新しました。

７　校内放送設備更新工事【8,442千円】（対象校：大府北中学校、大府南中学校）

　　老朽化した校内放送設備を更新しました。

８　床段差解消工事【繰越明許20,778千円、補助金5,812千円】（対象校：大府中学校始め4校）

　　バリアフリー法改正により、段差の解消等のバリアフリー化を実施しました。

９　背面ロッカー更新【18,750千円】（対象校：大府西中学校）

    ロッカーが経年劣化し、破損している箇所があったため、更新しました。

主要事業№　１５６ 主要事業№　１５６

20,365,000 13,000,000 50,855,380 105,782,295

事業費

左の財源内訳

190,002,675

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
公立中学校の安全、安心な教育環境を確保することは、学校の設置者である市が実施す
べき事業です。

有効性評価
学校施設の状態、学校からの整備要望を踏まえ、学校施設の機能上、利用上、安全上の
観点から教育環境が整備され、効果が上がっています。

効率性評価
学校施設の状態を踏まえた整備手法の検討、学校施設の余裕スペースの活用、国の補助
金等の活用により、コストの抑制に努めています。

維持修繕件数 69 ／ 22 件

／

単位

工事件数 8 ／ 10 件

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

中学校施設

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

生徒が安心して学習に励むことができる環境が整備されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

440,292,836

119999事務事業名称 中学校施設整備管理事業

事業ｺｽﾄ(千円) 288,181 【うち人件費 13,152 うち減価償却費 215,438

119999

款・項・目 10・3・1 目名称 学校管理費 目の決算額

－ 271 －



】

１　保護者の負担軽減


　　知多の友、中学生活と進路、社会科作業帳（白地図）、観察と実験、はばたく中学生、数学リー

　プ、スポーツ診断検査、知能検査、性格判断検査、標準学力検査、進路適性診断を公費負担し、

　保護者の負担を軽減しました。

  　保護者負担軽減額　R4：14,950,035円　R5：15,503,040円　R6：15,606,681円

２　就学援助費の支給

　　要保護生徒　  R4：　1人　R5：　2人　R6：　3人　

　　準要保護生徒　R4：163人　R5：188人　R6：178人　

  　合計 　　　 　R4：164人　R5：190人  R6：181人　（各年度末時点）

　　インターネット環境が整備されていない就学援助世帯へWi-Fiルーターを貸与しました。

　　Wi-Fiルーター貸与世帯数　R4：13世帯　R5：8世帯　R6:12世帯　

３　特別支援教育就学奨励費の支給

  　支給生徒数　R4：37人　R5：38人　R6：43人　（各年度末時点）

４　各種活動への支援

　　各学校において、創意工夫した教育活動が円滑に行えるように、交付金等を支給しました。

  (1) 野外活動（2年生　郡上市2泊3日）

　　  R4：895,200円　R5：960,540円　R6：950,060円

　(2) 部活動指導事業（4校）　R4：4,468,000円　R5：4,468,000円　R6：4,468,000円

  (3) 郷土読本「身近な地域」編集事業　 R4：100,000円　R5：100,000円　R6：100,000円

　(4) 進路指導事業　R4：1,854,000円　R5：1,818,900円　R6：1,880,100円

  (5) 職場体験活動事業（2年生）　R4：145,000円　R5：145,000円　R6：145,000円

　(6) 全国中学校体育大会等派遣費補助（4校）R4：876,460円　R5：3,260,125円　R6：1,928,328円

　　　※R5は大府北中学校野球部が全国大会（高知県）、R6は大府北中学校ソフトボール部が全国大会

　　　（富山県）に出場したため追加補助

　(7) 中学生平和大使派遣事業（沖縄県　2泊3日、中学生8人、引率者3人）

　　　R6：1,239,415円　

主要事業№　１５１ 主要事業№　１５１

3,110,028 0 0 52,451,790

事業費

左の財源内訳

55,561,818

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
学校教育法第19条に、経済的理由によって、就学困難と認められる児童の保護者に対し
て、必要な援助を与えなければならないと定められているため、就学援助は市が実施す
べき事業です。

有効性評価
保護者の経済的負担を軽減することにより、義務教育を円滑に推進することができまし
た。

効率性評価
教材費等の保護者負担の軽減、就学援助費及び就学奨励費の支給、各種活動への交付金
支給に掛かるコストは、事業量に見合っています。

種類

就学援助費受給者数 181 ／ 212 人

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値 単位

公費負担の補助教材等 11 ／ 12

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

生徒

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

それぞれの学校において、特色ある教育や保護者が安心できる環境が整い、生徒が健やかに成長できて

います。

55,561,818

220000事務事業名称 中学校教育振興事業

事業ｺｽﾄ(千円) 75,254 【うち人件費 18,080 うち減価償却費 439

220000

款・項・目 10・3・2 目名称 教育振興費 目の決算額

－ 272 －



中学校教育振興事業

５　中学校部活動地域移行の推進

　(1) 部活動指導員の配置

 　 　部活動の指導の充実及び教職員の多忙化解消を図るため、部活動指導員を全中学校に配置しま

  　した。

  　　配置実績：大府中学校　（バドミントン部、陸上部、剣道部、卓球部、バスケットボール部）

  　　　　　　　大府西中学校（剣道部、バスケットボール部（男女）、陸上部、サッカー部）

  　　　　　　　大府北中学校（剣道部、ソフトボール部、陸上部、サッカー部、吹奏楽部、

　　　　　　　　　　　　　　　テニス部）

  　　　　　　　大府南中学校（野球部、テニス部、バドミントン部、バスケットボール部（男女）、

  　　　　　　　　　　　　　　剣道部、サッカー部、陸上部、卓球部）

　(2) 部活動地域移行実行委員会の開催

  　　中学校部活動の地域移行を円滑に進めるため、中学校部活動地域移行実行委員会を設置し、部

  　活動の地域移行に向けた各種検討事項について協議しました。

　(3) 部活動地域移行モデル事業の実施

  　　今後の運営管理体制等を検証するため、国の実証事業に参加し、一部の中学校においてモデル

  　事業を実施し、課題を整理しました。

　(4) 部活動地域移行コーディネーターの配置

  　　地域人材の発掘や生徒の活動のニーズ調査、部活動の地域移行に関する様々な調整のため部活

  　動地域移行コーディネーターを配置しました。

　(5) 地域指導者育成プログラムの実施

  　　地域移行後の地域クラブでの指導者の質を確保するため、至学館大学と連携し指導者研修プロ

  　グラムを構築するとともに、研修会を実施しました。

６　中学生水泳教室の実施

　　中学校での水泳授業の実技廃止に伴い、泳力向上を望む生徒に対し、民間施設を活用した水泳

　教室を実施しました。

　　また、住友重機械温水プールの利用券を配布し、水泳の機会を確保しました。

　　　水泳教室参加者数　R6：延べ91人（1人あたり3回まで）

　　　住友重機械温水プール利用券利用者数　R6：延べ231人（1人あたり3回まで）

主要事業№　１５１ 主要事業№　１５１

220000

款・項・目

事務事業名称

10・3・2

事業ｺｽﾄ(千円)

実施
内容

目名称

220000

教育振興費

－ 273 －



】

学習の機会や情報が提供されるとともに、生涯学習に対する市民のニーズに応じた講座が実施されて

１　生涯学習審議会の開催　年3回（5/21、8/21、2/19）

　　生涯学習に関する重要事項について調査審議しました。

　　審議件数　R4：10件　R5：10件　R6：8件　　

２　生涯学習研究集会の開催　年1回（1/23）

　　こどもから高齢者まで生涯学習を実践する全ての人々の家庭や職場、地域が活気にあふれ、

　発展するように生涯学習活動の振興と充実を図りました。

　　参加者数　R4：78人　R5：75人　R6：81人　

３　愛知県社会教育委員連絡協議会及び知多地区家庭教育推進連絡協議会への参加

　　県社会教育委員連絡協議会等　4回（5/21、10/10、10/11、11/13）

　　知多地区家庭教育推進協議会　4回（6/12、10/3、11/7、1/16）

４　地域課題解決に寄与する事業の実施（随時）

　　市民ニーズに即した地域課題を解決する事業を積極的に実施することにより、地域力の向上

　及び地域愛の醸成を図りました。

　　講座数等　R4：313講座 1,005回 18,237人　R5：342講座 1,071回 19,281人

　　　　　　　R6：369講座 1,105回 23,248人　

５　健康都市おおぶ出前講座の開催

　　生涯学習のアウトリーチ事業として、10人以上で構成された団体に、市の施策や制度につい

　ての出前講座（63種）を実施しました。

　　講座数等　R4：9講座 20回 918人　R5：10講座 10回 376人　R6：3講座 3回 70人　

６　生涯学習機会の情報提供

　　本市が行う生涯学習事業を集約し、市公式ウェブサイトや広報おおぶ等で公開しました。ま

　た、公民館などで活動する団体も同様に市公式ウェブサイトに掲載し、情報提供に努めました。

　　掲載件数　R4：417件　R5：449件　R6：455件　

主要事業№　５４ 主要事業№　５４

0 0 99,280 1,927,920

事業費

左の財源内訳

2,027,200

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
生涯学習機会の拡充は、市民の主体的な学習を促し、その学習の結果が地域に還元され
るため、市が実施すべき事業です。

有効性評価
講座終了後のアンケート結果や、生涯学習審議会での意見を元に、地域課題に対応した
講座を実施しました。

効率性評価
生涯学習審議会を開催し、委員から多角的な意見を伺うことにより、全庁的な生涯学習
の推進を効率的に実施することができました。

講座の情報提供数 455 ／ 580 件

／

単位

生涯学習プラン重点講座実施回数 36 ／ 40 回

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

市民

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

います。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

75,537,848

220011事務事業名称 生涯学習機会拡充事業

事業ｺｽﾄ(千円) 13,482 【うち人件費 10,942 うち減価償却費 492

220011

款・項・目 10・4・1 目名称 社会教育総務費 目の決算額

－ 274 －



生涯学習機会拡充事業

７　健康お笑い事業の実施

　　市民を笑いで健康にする「市民芸人」を育成するためのワークショップを開催するとともに、

　市民の漫才大会として「OBU-1グランプリ2024withメディアス」を開催し、「笑いによる健康づ

　くり」を全国にPRしました。

　　市民芸人育成プログラム実施回数等　R4：3回 31人　R5：3回 20人　R6：3回 16人　

　　OBU-1グランプリ2024withメディアス　予選：オンライン審査、準決勝：11/16　決勝：11/17

　　R4：出場者数212組432人 観覧者数237人　R5：出場者数190組390人 観覧者数206人

　　R6：出場者数233組471人 観覧者数212人

８　永田雅宜氏プロジェクトの実施

　(1) 永田雅宜氏関連講座「ながラボ」を開講しました。

　　　講座数等　R4：2講座 7回 241人　R5：3講座 6回 95人　R6：3講座 5回 86人

　(2) 算数・数学検定団体受検を実施しました。

　　　開催数等　R4：2回 51人　R5：2回 53人　R6：1回 36人

　(3) 「博士のポケット　数学者・永田雅宜の生涯」を増刷・販売しました。

　　　販売冊数　R6：136冊

主要事業№　５４ 主要事業№　５４

実施
内容

目名称

220011

社会教育総務費

220011

款・項・目

事務事業名称

10・4・1

事業ｺｽﾄ(千円)

－ 275 －



】

１　公民館等講座の実施

　　生涯学習プラン2030に基づき、地域力の向上に寄与する公民館等講座を実施しました。

　　講座数等　R4：313講座 1,005回 18,237人　

　　　　　　　R5：342講座 1,071回 19,281人

　　　　　　　R6：369講座 1,105回 23,248人 

　(1) 生涯学習プラン重点事業講座の実施

　　　講座数等　R4：32講座 71回 782人  R5：38講座 72回 989人  R6：36講座 66回 952人 

　(2) 若者向け講座「フレ☆ガク」の実施

　　　講座数等　R4：10講座 29回 114人  R5：10講座 22回 78人  R6：9講座 17回 105人

　(3) 企業等連携講座「ハイカラプラス」の実施

　　　講座数等　R4：16講座 23回 285人  R5：20講座 29回 403人  R6：25講座 29回 405人

　(4) 定年前後の男性を対象にした講座「おやじの学び舎」の実施

　　　コース数等　R4：13コース 330人  R5：11コース 378人  R6：12コース 411人

　(5) 市民講師企画講座の実施

　　　講座数等

　　　R4：41講座 215回 1,526人  R5：37講座 157回 1,196人  R6：61講座 202回 1,809人

　　　講師応募者数　R4：46人  R5：53人  R6：66人

　(6) 大学等連携講座「おおぶアカデミー」の実施

　　　講座数等　R4：18講座 18回 297人  R5：14講座 14回 205人  R6：15講座 15回 277人

　(7) 永田雅宜氏関連講座「ながラボ」の実施

　　　講座数等　R4：4講座 9回 292人　R5：4講座 8回 148人　R6：4講座 6回 122人

２　公民館等講座の充実

　　「バイオリンの里おおぶ」の実現に寄与するため、バイオリン関連の講座を開催しました。

　　講座回数　R4：7回　R5：19回　R6：31回

主要事業№　５７ 主要事業№　５７

8,797,782 0 (基金2,897,125) 612,168

事業費

左の財源内訳

12,307,075

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,897,125

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
公民館で生涯学習の機会を提供することは、市民の主体的な学習を促し、その学習の結
果が地域へ還元されるため、市が実施すべき事業です。

有効性評価
受講対象を明確にするなど、工夫をこらして各種講座を実施したことで、高い満足度を
得ることができました。

効率性評価
館長会などを通して情報共有を行うことにより、効率的な事業及び公民館運営を実施す
ることができました。

自主学習団体数 409 ／ 500 団体

学習支援事業「まなポート」の参加者数 126 ／ 140 人

単位

公民館等利用者数 249,204 ／ 321,900 人

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

市民

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

公民館の生涯学習事業を総括することにより、より効果的な学習機会や情報が提供されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

297,391,294

220022事務事業名称 公民館等生涯学習機会提供事業

事業ｺｽﾄ(千円) 32,862 【うち人件費 19,633 うち減価償却費 882

220022

款・項・目 10・4・2 目名称 公民館費 目の決算額

－ 276 －



公民館等生涯学習機会提供事業

３　小中学生の学習支援

　　中学生を対象とした学習支援事業「まなポート」を対面及びオンラインで実施しました。

　また、新たに小学4年生から6年生も対象に加え、中学生は毎週土曜日、小学生は隔週土曜日

　に、4つの公民館で実施しました。

　　公民館及びいきいきプラザの図書室等を「まなスポット」と位置付け、土日や長期休暇時

　のこどもの学習室としての利用を促進しました。

　　まなポート受講者数　中学生　R4：72人　R5：65人　R6：76人

　　　　　 　　　　　　 小学生　　　　　　　　　　　R6：50人

４　効率的な公民館運営及び情報発信

　　館長会を通して、講座の実施内容の見直しや利用者からの要望等、運営に関しての共通課

　題を議論することにより、統一的で効率的な公民館運営を行いました。また、講座などの公

　民館事業を、市公式ウェブサイトや広報おおぶ等で定期的に発信しました。

　　公民館情報掲載件数　R4：67件　R5：66件　R6：71件

５　公民館等を活動拠点とする自主学習団体の育成

　　講座受講者の団体化を支援するほか、生涯学習に関する気運を高めることにより、生涯学

　習を行う自主学習団体を育成しました。

　　自主学習団体数　R4：440団体　R5：455団体　R6：409団体

６　県公民館連合会への参加　3回（5/22、6/4、11/13）

　　国や県の生涯学習に関する要請や方向性などを情報収集し、本市の生涯学習事業に反映し

　ました。

主要事業№　５７ 主要事業№　５７

実施
内容

目名称

220022

公民館費

220022

款・項・目

事務事業名称

10・4・2

事業ｺｽﾄ(千円)

－ 277 －



】

学習の機会や情報が提供され、各関係機関団体、地域が連携し、「まなびあい、おしえあい、地域の

１　公民館講座等の実施

    人と人とのつながりを深め、心豊かな暮らしを実現し地域力の向上に寄与する講座等を実施しま

　した。　受講者数　R4年度：1,468人　R5年度：1,633人　R6年度：1,822人

  (1) 生涯学習プラン重点事業　和紙押絵講座等　 　　　　   4講座　  8回　参加者数  61人

  (2) こども向け講座　夏休み考古学教室等　      　　　   15講座　 37回　参加者数 573人

  (3) 若者向け講座　フレ☆ガク　一汁一菜教室　     　　　 1講座 　 1回　参加者数   1人

  (4) 成人向け講座　おおぶアカデミー「紫式部の実像」等　 13講座　 28回　参加者数 317人

  (5) 高齢者向け講座　寿大学等　　　　  　　　　　　　 　 8講座　 20回　参加者数 753人

  (6) 市民講師企画講座　超初心者向けギター講座等　 　　　 4講座　 14回　参加者数 117人

２　行事等の開催

  (1) 共長公民館ふれあい文化まつりでは50回目の開催を記念してバイオリン演奏を行いました。

　　　（10/5～10/6）　参加者数（施設入場者）1,489人

  (2) 共長コミュニティ芸能祭を開催しました。（2/9）出演者数389人

３　地域拠点機能の強化

　　地域拠点機能の強化として、地域の困りごと相談を受けるとともに、図書室等を「まなスポット」

　と位置づけ、公民館学習室の利用を促進しました。　利用者数　5,278人

４　公民館生涯学習推進委員会の開催　委員13人  4回開催（5/23、8/22、11/21、2/20）

５　利用者団体会議の開催（3回開催）

　　施設利用説明、消火訓練（4/19）、共長公民館ふれあい文化まつり説明（7/13）、利用者館内清

　掃（12/13）

６　公民館利用の推進

　　公民館利用者数　R4年度：23,957人　R5年度：22,821人　R6年度：24,501人

    講座アンケート回収率　R4年度：87.9％　R5年度：77.3％　R6年度：78.9％

７　施設維持管理

　　第1会議室壁面修繕、館内共用部分壁面修繕、駐車場アスファルト張替修繕

主要事業№　５８ 主要事業№　５８

0 0 124,380 7,389,075

事業費

左の財源内訳

7,513,455

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
公民館が主催する自主講座は、安価な受講料で一定の質を確保できたものを市民へ提供
するサービスが実現できています。

有効性評価
受講生にアンケートを実施し、ニーズや課題などを把握しました。アンケート結果を参
考に講座の内容等を工夫し、複数の広報手段により公民館講座の周知等図るなどし、受
講生が増加しました。

効率性評価
講座の周知については、市公式ウェブサイト、市公式ＳＮＳを活用し、講座の応募受付
ではウェブサイト上のフォームを活用するなどし、効率的に事業を実施しました。

公民館施設利用者数 24,501 ／ 37,300 人

講座アンケート回答率 78.9 ／ 100 ％

単位

公民館講座受講者数 1,822 ／ 2,290 人

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

市民

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

ふれあいの場」が形成されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

297,391,294

220033事務事業名称 共長公民館事業

事業ｺｽﾄ(千円) 29,238 【うち人件費 18,483 うち減価償却費 3,169

220033

款・項・目 10・4・2 目名称 公民館費 目の決算額

－ 278 －



】

１　文化財の保護

　(1) 文化財保護審議会・文化財総合防火訓練の開催（年4回開催、委員10人）

　(2) 文化財の指定、解除（随時）　

２　文化財の保存、伝承事業への補助

　(1) 横根藤井神社祭礼三番叟（南組、石丸組、中組各保存会）(2) 長草天神社どぶろくまつり保存

　会 (3) 半月七社神社おまんと祭り保存会　(4) 吉川獅子屋形修復　(5) 大府市指定文化財保存伝承

  事業負傷等見舞金の創設

３　埋蔵文化財調査、整理

　　市内の民間開発や区画整理予定地における埋蔵文化財包蔵地の確認調査、発掘調査の監修を行い、

　大府市遺跡等分布図を更新しました。（確認調査4件、発掘調査0件）

４　歴史民俗資料館の企画展示等の開催

　　企画展示や講座等をふるさとガイドおおぶ等の協力で開催しました。 (1) 特別展（1回）遠野

　ー「日本の永遠のふるさと」と「遠野物語」ー、企画展（6回）宮沢賢治と音楽等、常設展示企画

　（4回）、資料館探検クイズ（2回）(2) おおぶバイオリン縁起、昭和の暮らし再現展示 (3) ロビー

　コンサート（13回）(4) その他　市ゆかりの映像等の上映（3回）、竹と木のおもちゃで遊ぼう

　（1回）、文化財めぐり（1回）、スタンプ・シールラリー（愛知やきものヒストリー・ひなまつり

　 各1回）、大倉公園休憩棟及び防空壕一般公開（2回)

５　講座の開催　県内大学の教授・学生ボランティア等と連携して講座等を開催しました。

　(1) 歴史講座（5回）(2) 日本文化体験講座（3回）(3) 特別展関連講座等（3回）(4) 企画展関連

　講座等（4回）(5) 美術講座（1回）

６　情報の発信

　(1) 年報の刊行、大府市誌等の頒布、市公式ウェブサイトの更新　(2) 小学生資料館見学（6校）

　(3) 小学生資料館バーチャル見学（1校）(4) 学芸員実習受入れ（2人）(5) デジタルミュージアム

　バイオリンの里おおぶメタバース内のコンテンツの充実

７　市史の編さん

　(1) 市史編さん委員委員会（1回）(2) 市史平成編編集委員会（3回）

主要事業№　２４ 主要事業№　２４

220044

款・項・目 10・4・3 目名称 歴史民俗資料館費 171,247,156

220044事務事業名称 文化財等保存伝承活用事業

事業ｺｽﾄ(千円) 78,270 【うち人件費 33,987 うち減価償却費 9,094

目の決算額

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

市公式ウェブサイトアクセス件数 40,899 ／ 28,500

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

文化財（歴史的・文化的遺産、貴重な動植物、歴史的景観、遺跡）

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

適切な保護・保存と管理が実施され、活用が行われています。

単位

文化財補助件数 6 ／ 5 件

件

展示室入場者数 35,902 ／ 31,000 人

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
市民の財産である文化財を保護し、文化財の活用や伝承を図ることは市の責務であり、
市が実施すべき事業です。

有効性評価
指定文化財の保存伝承を補助することや、企画展の各種事業を開催することは、市民の
文化財保護意識を高揚し、貴重な文化を継承していくことに有効です。

効率性評価
展示公開事業について会場設営等を必要に応じて外部委託するとともに、開催と設営・
撤去スケジュールの効率化を図ることでコストを削減しました。

事業費

左の財源内訳

34,933,515

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,795,000 0 153,470 30,985,045

－ 279 －



】

１　歴史民俗資料館（本館）施設管理

　　円滑な資料館運営を図りました。

　排煙換気用高窓、電動書庫、エレベーター、警備保障、ゴキブリ防除、業務廃棄物収集

２　歴史民俗資料館（本館）施設改修

　　安全で安心して施設利用ができるように、施設の計画的な改修と設備備品の更新を図りました。

　また、空調機改修工事、外壁改修工事を実施しました。

  (1) 空調機改修工事

  (2) 外壁改修工事

  (3) 各種施設点検委託（建築基準法確認）

３　歴史民俗資料館（別館）施設管理

　　大倉公園内にある休憩棟・管理棟を歴史民俗資料館別館として一体的に運営することにより、本市

　の歴史や文化財を紹介する事業の開催や、施設利用者の利便性の向上を図りました。

主要事業№　２５ 主要事業№　２５

220055

款・項・目 10・4・3 目名称 歴史民俗資料館費 171,247,156

220055事務事業名称 歴史民俗資料館管理運営事業

事業ｺｽﾄ(千円) 30,717 【うち人件費 15,115 うち減価償却費 4,538

目の決算額

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

／

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

市民、市外からの来訪者

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

市民や市外の方に、大府の歴史や昔のくらしに触れ、学ぶ拠点を提供します。

単位

改修工事・修繕、工事設計監理委託件数 2 ／ 2 件

／

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
市民の財産である文化財を収蔵・保管する公の施設であり、施設の維持管理は市が実施
するべき事業です。

有効性評価
施設の適切な維持管理に努め、企画展等を実施することで市民の文化財保護意識の高揚
や、貴重な文化の継承の促進に努めました。

効率性評価
空調機や外壁の改修工事を実施することにより、安全な施設利用及び適切な収蔵品管理
をすることができました。

　　建物清掃、自家用電気工作物、空調機器、小荷物専用昇降機、自動ドア、非常通報装置、消防設備、

事業費

左の財源内訳

108,019,739

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 22,300,000 57,275 85,662,464

－ 280 －



】

１　公設公営(民間委託)放課後クラブ

　　放課後クラブに勤務する指導員等の報酬等の引上げを行いました。

　(1) クラブ数　　R4年度:9ｸﾗﾌﾞ、27ｸﾗｽ　R5年度:9ｸﾗﾌﾞ、28ｸﾗｽ　R6年度:9ｸﾗﾌﾞ、28ｸﾗｽ

　(2) 開設場所学校内割合　R4年度:27ｸﾗｽ、100%　R5年度:28ｸﾗｽ、100%　R6年度:28ｸﾗｽ、100%　　　

　(3) 開設時間　小学校就学日　下校時から午後7時まで

　 　 それ以外の日 午前8時から午後7時まで、長期休業期間早朝受入れ 午前7時30分から午前8時まで

　(4) 休日　日曜日、国民の祝日、12月29日から1月3日まで

　(5) 育成手数料　1か月　5,000円(3月及び7月は6,000円、8月は7,000円）

　　　16日以降入所又は15日以前退所の場合、該当月の育成手数料は半額

　　　早朝育成手数料　春休み、冬休み期間 500円、夏休み期間 1,500円　要保護、準要保護世帯無料

　　　子ども子育て支援システムを改修し、口座振替で利用する金融機関の拡大を図りました。

　(6) 対象児童　昼間就労等により保護者が家庭にいない小学校1年生～6年生の児童

　　ア　入所児童数(4月1日現在)　R4年度:1,523人　R5年度:1,553人　R6年度:1,633人　　

 　     待機児童　R4年度:0人　R5年度:0人　R6年度:0人　　

　　イ　1クラス当たりの平均児童数　R4年度:56.4人　R5年度:55.5人　R6年度:58.3人　　　

　　ウ　公設入所児童割合　R4年度:26.2％　R5年度:26.8％　R6年度:28.5％　　　

　(7) 研修等　指導員等研修:6回　指導員会議(各ｸﾗﾌﾞ):11回

　　　　　　主任指導員研修:6回　主任指導員運営会議:11回

　(8) 地域ボランティア等との連携

　　　地域ボランティア等を活用し、育成の更なる質的向上を図りました。　連携団体数　17団体

　(9) 民間運営業務委託

　　ア　共和西放課後クラブに加え、新たに大府放課後クラブの運営を民間事業者に業務委託し、地域

　　　等と連携して質の向上を図りました。　　　

　　イ　大府放課後クラブにおいて、夏休み期間中の昼食提供を試行的に実施しました。　

主要事業№　１４５ 主要事業№　１４５

71,901,800 0 (基金1,985,960) 72,228,381

事業費

左の財源内訳

146,476,141

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,345,960

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
待機児童が発生しないように受皿を整備することは、民間と連携しながら市が実施すべ
き事業です。

有効性評価
児童の放課後の安全・安心な居場所を確保し、健全育成を図ることは、市民の子育てと
就労の両立支援に有効です。

効率性評価
児童の安全に配慮しながら、指導員を入所児童数、来所人数、帰宅状況の変動に合わせ
て配置し、効率的に運営を行いました。

開設場所学校内割合 100 ／ 100 ％

地域ボランティア等連携団体数 17 ／ 7 団体

単位

放課後クラブの待機児童数 0 ／ 0 人

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

小学生

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

異年齢のこどもたちとの遊びや集団生活を通して社会性、創造性が養われています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

146,476,141

220066事務事業名称 放課後児童健全育成事業

事業ｺｽﾄ(千円) 388,448 【うち人件費 231,529 うち減価償却費 13,491

220066

款・項・目 10・4・4 目名称 放課後児童健全育成費 目の決算額

－ 281 －



２　民設民営放課後児童クラブ

　　民設民営放課後児童クラブ(3クラブ)が実施する事業について補助金を交付しました。また、常勤の

　放課後児童支援員を2人以上配置した場合に補助金を上乗せするとともに、放課後児童支援員等に対す

　る処遇改善等のための補助金を交付しました。

　大府どろんこｸﾗﾌﾞ(25人)14,268千円、神田わんぱくｸﾗﾌﾞ(29人)14,029千円、ｷｯｽﾞｸﾗﾌﾞ(50人)9,897千円

３　放課後クラブ開所時間の延長（基金1,985,960円充当）

　　放課後クラブを午後8時まで延長しました。延長利用者数　R4年度:5人　R5年度:8人　R6年度:4人

主要事業№　１４５ 主要事業№　１４５

実施
内容

220066

款・項・目

事務事業名称

10・4・4

事業ｺｽﾄ(千円)

目名称

220066

放課後児童健全育成費

放課後児童健全育成事業

－ 282 －



】

１　各種大会の開催

　　ニュースポーツ大会　　　　　R4年度　6回 1,366人、R5年度　18回 1,788人、

　　　　　　　　　　　　　　　　R6年度　18回 1,744人

　　とうちゃんソフトボール大会　R4年度　3回 450人、R5年度　4回 582人、R6年度　2回 376人

２　大府市スポーツ推進委員会の運営と活動の状況

　(1) 委員の内訳（大府4人、神田4人、北山3人、東山3人、共長2人、吉田4人、石ヶ瀬3人

　　学識経験者1人　計24人）※令和4年度からコミュニティごとの人数に変更

　(2) 定例会議の開催（11回）

　(3) 各種大会の企画、運営（ペタンク大会・ミニテニス大会）

　(4) 各種イベントの企画、運営（ノルディック・ウォーク体験会・ミニテニス体験会・

　　モルック体験会）

　(5) 機関紙「ふぁいと」の発行

　(6) 地域への各種スポーツの普及と指導「体験教室・出前講座」

　　　R4年度　実施なし、R5年度　11回 202人、R6年度　15回 940人

　(7) ニュースポーツフェスタの開催　R4年度　89人、R5年度　149人、R6年度　211人

３　指導者講習会の開催

　　ニュースポーツ等の審判講習会の開催及び各種研修会の開催

　　R4年度　8回、R5年度　10回、R6年度　10回

　　R6年度の開催内容：ミニテニス、インディアカ、ペタンク等

４　総合型地域スポーツクラブ（OBUエニスポ）の活動支援

　　R4年度末会員数1,050人、R5年度末会員数1,149人、R6年度末会員数1,158人（一般、賛助会員）

　　市民を対象に本教室41種目を開催

５　eスポーツプロジェクトの実施

　　地域間交流イベントの開催（11/25）　参加者数26人

　　espoいしがせ開設2周年記念eスポーツ交流会の開催（3/1）　参加者数38人

主要事業№　２６ 主要事業№　２６

0 0 0 4,814,487

事業費

左の財源内訳

4,814,487

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
市民が個人のライフステージに合わせて、気軽にスポーツを親しめる環境を整備するこ
とは生涯に渡るスポーツの推進に必要であり、市が実施すべき事業です。

有効性評価
モルックやeスポーツ等の新しい取組を積極的に展開することにより、早期に市民に普
及・定着させる必要があります。

効率性評価
スポーツ推進委員や総合型地域スポーツクラブ等との連携で、教室等の効率的な運営を
図りました。

ニュースポーツ教室等開催数 34 ／ 30 回

／

単位

レクリエーションスポーツ大会参加者数 2,120 ／ 3,500 人

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

市民

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

生涯スポーツの普及を通して、健康的な生活の充実が図られています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

57,750,655

220077事務事業名称 生涯スポーツの推進事業

事業ｺｽﾄ(千円) 21,417 【うち人件費 15,923 うち減価償却費 617

220077

款・項・目 10・5・1 目名称 保健体育総務費 目の決算額

－ 283 －



】

１　スポーツ大会の開催

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　　 ( ) ( ) ( )

　 ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

　　R6年度　するスポーツ その他大会（愛知駅伝、大府市長杯レスリング大会）

２　スポーツ協会加入団体数　

　　R4年度　298団体、R5年度　289団体、R6年度　312団体

３　スポーツ教室の開催　教室数（参加人数）　

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　　大府市民球場オープン1周年を記念した野球教室（12月）及びソフトボール教室（１月）を開催

　しました。

４　優秀選手への激励金交付 団体・個人

５　愛媛県新居浜市とのバドミントン交流

　　愛媛県新居浜市に訪問し、両市小学生代表チームによるバドミントン交流を行いました。

主要事業№　２７ 主要事業№　２７

1,700,000

0 0 (基金1,698,852) 17,676,266

各種大会や教室の運営をスポーツ協会が行うことにより、効率的に事業を推進すること
ができました。

事業費

左の財源内訳

19,376,266

国県支出金 地方債 その他 一般財源

全国大会出場   5　・　111   5　・　145   7　・　168

事業の
評価

妥当性評価
多様化する市民のスポーツニーズに対応した各種スポーツ大会の開催や、実技指導教室
の開催は、競技スポーツの推進に不可欠であり、市が実施すべき事業です。

有効性評価
プロスポーツチームや学校と連携して積極的に教室を開催することができ、競技力の向
上や競技人口の底辺拡大につなげています。

効率性評価

種　　別 R4年度 R5年度 R6年度

世界、アジア大会出場   0　・　 21   0　・　 25   0　・　 24

1,914

市主催 15 1,516 18 1,373 16 1,459

スポーツ協会加盟競技部 27 1,755 40 1,911 61

○観るスポーツ 実施なし 2 880 実施なし

種　　別 R4年度 R5年度 R6年度

119

合　計 99 18,172 108 20,428 104 21,158

 その他大会 2 255 2 116 2

4,988

 スポーツ少年団各種大会 2 280 6 1,185 6 1,297

 スポーツ協会加盟団体各種大会 38 4,878 41 5,176 37

3,391

 市民体育大会 19 4,240 20 4,218 20 4,453

 市長杯 18 3,364 18 3,356 18

1 2,971

 スポーツ協会会長杯 19 3,475 20 3,753 20 3,939

実施
内容

○するスポーツ R4年度 回数(人数) R5年度 回数(人数) R6年度 回数(人数)

 大府シティ健康マラソン大会 1 1,680 1 2,624

スポーツ教室開催数 77 ／ 23 教室

優秀選手への激励金交付数 199 ／ 175 件

単位

スポーツ大会開催数 104 ／ 110 回

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

市民

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

スポーツ協会への加盟や大会参加の促進により、競技スポーツの振興が図られています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

57,750,655

220088事務事業名称 競技スポーツの推進事業

事業ｺｽﾄ(千円) 33,116 【うち人件費 13,210 うち減価償却費 481

220088

款・項・目 10・5・1 目名称 保健体育総務費 目の決算額

－ 284 －



】

１　安全で安心して快適にスポーツ活動ができるように、スポーツ施設の計画的な改修や整備を行いま

　した。

　(1) 防球ネット増設工事実施設計委託（市営グラウンド）

　　　施設の安全性向上を図るため、防球ネット増設の設計を行いました。　委託費　2,255,000円

　(2) 送排風機等改修工事（メディアス体育館おおぶ）

　　　施設の換気・空調機能等の維持を図るため、送排風機を改修しました。　工事費　54,439,000円

　(3) 防火ダンパーメンテナンス用扉設置工事（メディアス体育館おおぶ）

　　　防火ダンパーのメンテナンス性の向上を図るため、メンテナンス用扉を設置しました。

　　　工事費　1,760,000円 

　(4) 1階廊下床改修工事（メディアス体育館おおぶ）

　　　施設の安全性と美観の維持を図るため、1階廊下床のシートを張替えました。

　　　工事費　6,039,000円 

　(5) 照明設備（ＬＥＤ化）更新工事（メディアス体育館おおぶ）

　　　ＬＥＤ化による電力消費量の削減を図るため、廊下、事務室、駐車場等の照明を更新しました。

　　　工事費　49,280,000円

　(6) 外壁屋根防水工事（ナルキュウ体育センター）

　　　外壁屋根の防水機能の維持を図るため、外壁屋根の塗装を行いました。

　　　工事費　59,400,000円 

　(7) 防球ネット増設工事（市営グラウンド）【スポーツ振興くじ助成金活用】

　　　施設の安全性向上を図るため、防球ネットを増設しました。　工事費　38,940,000円 

　(8) 夜間照明更新工事（ナルキュウテニスコート）

　　　工事費　26,939,000円 

２　大東小学校プール跡地をスケートボードパークとして活用するための設計を行いました。

　(1) スケートボードパーク設計委託（大東小学校）

　　　委託費　1,606,000円 

主要事業№　２８ 主要事業№　２８

0 44,500,000 64,772,900 180,158,000

事業費

左の財源内訳

289,430,900

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

　　　利用者の安全性確保、ＬＥＤ化による電力消費量の削減等を図るため、夜間照明を更新しました。

事業の
評価

妥当性評価
利用者から要望のあったメディアス体育館おおぶ等の施設改修を行うことは、地域のス
ポーツ推進にとって必要であり、市が実施すべき事業です。

有効性評価
施設利用上支障のあった施設の修繕を行うことで、地域住民の健康づくりや体力づくり
の支援することができました。

効率性評価
市営グラウンド防球ネット増設工事においてはスポーツ振興くじ助成金を活用すること
で、効率的に整備を実施することができました。

／

／

単位

整備施設数 5 ／ 4 施設

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

スポーツ施設（社会体育施設、学校体育施設）

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

安全で安心して利用できるスポーツの場として提供されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

439,094,568

220099事務事業名称 スポーツ施設整備事業

事業ｺｽﾄ(千円) 79,218 【うち人件費 3,216 うち減価償却費 74,693

220099

款・項・目 10・5・2 目名称 体育施設費 目の決算額

－ 285 －



】

１　社会体育施設の管理運営

　(1) 指定管理者（大府市スポーツ協会・大府市総合型地域スポーツクラブOBUエニスポ共同体）による

　　スポーツ施設の管理運営（屋内施設2か所　屋外施設8か所） ※1：横根グラウンド

 　　横根多目的グラウンド

利用者数(人)  　　吉田多目的グラウンド

利用者数(人)  　　米田多目的グラウンド

利用者数(人)  　　石ヶ瀬多目的グラウンド

利用者数(人)  　　横根フットサルコート

利用者数(人) ※2：ナルキュウテニスコート

　(2) 直営や地域との協定によるスポーツ施設の管理運営 　　 東新テニスコート

　　　市営グラウンド、桜木多目的広場、長草多目的広場

　(3) 大府市民球場の管理運営

　　　利用者数 18,173人（メイングラウンド　12,761人、ウォーミングアップグラウンド　2,706人、

　　室内練習場　2,706人）

２　学校体育施設の開放

　　9小学校（運動場、体育館)、4中学校（テニスコート、体育館、武道場)、3高校（運動場、テニス

　コート）　　

利用者数(人)

利用者数(人)

利用者数(人)

利用者数(人)

３　民間体育施設の活用

利用者数(人)

利用者数(人)

主要事業№　２９ 主要事業№　２９

0 0 35,629,490 114,034,178

指定管理者制度の導入により、効率的な施設運用ができました。

事業費

左の財源内訳

149,663,668

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　住友テニスコート 381 1,424 1,342

事業の
評価

妥当性評価
市民がスポーツを身近にできるように、社会体育施設のほかに学校体育施設や民間体育
施設の開放を行うことは、スポーツの推進に必要であり、市が実施すべき事業です。

有効性評価
市営テニスコートの夜間照明の改修により、市営テニスコートの利用人数は減少しまし
たが、市民球場のリニューアルオープンにより全体の利用者数は増加しました。

効率性評価

施設名 利用状況 R4 R5 R6

至学館大学グラウンド 194 398 328

高校(3) 3,294 3,732 3,036

　　合　計 227,867 238,364 234,046

R6

小学校(9) 170,838 178,469 172,059

中学校(4) 53,735 56,163 58,951

学校区分 利用状況 R4 R5

テニスコート※2 37,098 44,801 30,184

合　計 297,955 304,282 324,309

206,756

ナルキュウ体育センター 18,066 20,623 20,147

屋外
施設

 グラウンド※1 53,737 65,412 67,222

実施
内容

施設名 利用状況 R4 R5 R6

屋内
施設

メディアス体育館おおぶ 189,054 173,446

スポーツ施設利用者数 578,198 ／ 620,000 人

スポーツ施設修繕・更新数 73 ／ 50 件

単位

スポーツ施設数 32 ／ 31 箇所

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

社会体育施設、学校体育施設、民間体育施設

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

市民に身近で幅広く利用できるスポーツの場として、適正に管理運用され提供されています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

439,094,568

221100事務事業名称 スポーツ施設運用事業

事業ｺｽﾄ(千円) 160,062 【うち人件費 9,254 うち減価償却費 1,204

221100

款・項・目 10・5・2 目名称 体育施設費 目の決算額

－ 286 －



スポーツ施設運用事業

４　スポーツ施設用地の確保

　市民のスポーツの場の確保のため、民有地を借用してスポーツ施設として活用しました。

　民有地借用のスポーツ施設　　横根グラウンド、横根多目的グラウンド、横根フットサルコート、

　　　　　　　　　　　　　　　石ヶ瀬多目的グラウンドほか駐車場用地　 計50,851㎡

５　スポーツ施設の改修等

　(1) 社会体育施設の整備、改修及び修繕を行いました。

　　　メディアス体育館おおぶ等の設備備品の修繕及び更新

　(2) 学校開放施設の修繕を行いました。

主要事業№　２９ 主要事業№　２９

体育館 13 北山小学校体育館バレーボールコートライン修繕

計 15

施設名 件数 主な内容

グラウンド 2 神田小学校グラウンド夜間照明修繕

23 防塵ネット修繕

計 58

実施
内容

目名称

221100

体育施設費

施設名 件数 主な内容

メディアス体育館おおぶ 29 天井漏水修繕

ナルキュウ体育センター 6 ガラス修繕

その他スポーツ施設

221100

款・項・目

事務事業名称

10・5・2

事業ｺｽﾄ(千円)

－ 287 －



】

１　給食室の維持管理


　　衛生的で安全な給食を提供するため、必要な修繕や備品（真空冷却機等）の更新を行いました。

２　衛生管理

　(1) 給食調理員、栄養教諭対象の検便検査、食品検査、給食室内の衛生検査を実施しました。

　　　検便：サルモネラ菌、赤痢菌、O-157検査（月2回）、ノロウイルス検査（10月から3月に月1回）

　　　食品検査：微生物検査（年2回）　　衛生検査：大府小、石ヶ瀬小

　(2) 経年劣化した食器を更新しました。（大東小学校、北山小学校、大府中学校）

　(3) 給食室の消毒、清掃を行い、適正な衛生環境を保ちました。

　　　消毒（ねずみ及び害虫駆除）・トラップの点検・交換（月1回）、薬剤散布（年1回）、

　　　雑排水槽内清掃（年2回）

３　給食調理員研修の実施

　　給食調理員に必要とされる衛生管理や調理技能、食物アレルギーに関する知識等の習得のため、

　研修を2回実施しました。（7月19日、12月25日）

４　食物アレルギー対応給食調理員の配置

　　学校給食の食物アレルギー対応として、除去食や代替食の調理に専任で従事する食物アレルギー

　対応給食調理員を全小中学校に配置しました。

５　食物アレルギー対応委員会の開催

　　学校給食における食物アレルギー対応の方針を検討するとともに、児童生徒の学校給食における

　食物アレルギー対応に関する専門的な役割を果たすため、食物アレルギー対応委員会を開催しまし

　た。

　　食物アレルギー対応委員会の開催：R7.2.25開催

６　学校給食のPR及び食育の推進

　(1) 食育に関する情報を記載した学校給食の献立表や食育だよりを毎月発行し、また、学校給食の

　　レシピを市公式ウェブサイトで紹介しました。

　(2) 保護者代表、学校関係者等を対象に学校給食・食育への理解を深める機会として、給食教室及

    び給食懇談会を開催しました。（R6.11.27 共長小学校）

主要事業№　１５３ 主要事業№　１５３

293,000 0 307,709,752 808,471,918

事業費

左の財源内訳

1,116,474,670

国県支出金 地方債 その他 一般財源

実施
内容

事業の
評価

妥当性評価
学校給食法・食育基本法に基づき、児童生徒の心身の健全な発達のために安全で安心な
学校給食を提供することは、市が実施すべき事業です。

有効性評価
自校方式による安全、安心で良質な給食を提供したほか、児童生徒に望ましい食習慣を
身につけさせ、食を大切にする心を育むなど、食育の推進を図ることができました。

効率性評価 会計年度任用職員の活用を図ることで、経費の節減を図っています。

残食率（中学校） 0.3 ／ 0.2 ％

／

単位

残食率（小学校） 1 ／ 0.5 ％

事業の
目的

対象（何を、誰を対象として）

児童生徒

目指す成果（対象をどのようにしたいのか）

全ての児童生徒が、良質で美味しい学校給食の提供を受け、心身共に健やかに成長しています。

評価
指標

指標名 令和6年度実績値 ／ 令和6年度計画値

1,116,474,670

221111事務事業名称 学校給食運営事業

事業ｺｽﾄ(千円) 693,163 【うち人件費 83,881 うち減価償却費 12,342

221111

款・項・目 10・5・3 目名称 学校給食費 目の決算額

－ 288 －



学校給食運営事業

７　給食残菜のリサイクル化への取組

　　給食の残菜をバイオガス発電施設に搬入し、エネルギー源として活用することにより、CO2排出

  量削減への取組を推進しました。　R6搬入量：30Lサイズ1,277袋、45Lサイズ2,632袋

８　小学校学校給食費の保護者負担の軽減及び中学校学校給食費の無償化

　　物価高騰等の影響を受けている食材費について、学校給食費の値上げが必要とされる状況におい

　ても、生活費の負担が増している保護者の負担軽減を図るため、学校給食費を据置きし、不足する

　食材費を公費で負担して、質や量を落とすことなく学校給食を提供するとともに、学校教育費や学

　校外での活動費がより増加する市内中学校においては、学校給食費を無償化しました。

　　公費負担額：小学校　4月～9月　1食あたり30円、10月～11月　1食あたり56円、

　　　　　　　　　　　　12月～　1食当たり60円

　　学校給食費無償化：中学校　令和6年1月～

９　大府市学校給食費無償化基金の設立

　　学校給食費の無償化を実施し、保護者の経済的負担の軽減及び子育て支援の充実を図るため、

　大府市学校給食費無償化基金を設立しました。

　　基金積立額　R6年度：500,000,000円

主要事業№　１５３ 主要事業№　１５３

221111

款・項・目

事務事業名称

10・5・3

事業ｺｽﾄ(千円)

実施
内容

目名称

221111

学校給食費

－ 289 －


